日本財政の現状と課題 : 国際比較の観点から by 町田 俊彦





Ⅰ 「失われた 20 年」 
 
１ バブル崩壊と公共投資拡大による景気刺激－1990 年代－ 
（１）バブル崩壊と 1％成長 
 1990 年代初頭のバブル崩壊から 2010 年代初頭までの日本経済は「失われた 20 年」と呼ば
れている。この期間の日本経済の特徴は、主要国と比較してパーフォマンスが劣悪なことであ
る。 
第 1 に実質 GDP 成長率は 1％前後で際立って低い（表 1）。 
 
表１ 実質ＧＤＰ年平均増減率 
          ％ 
1991～95 1995～00 2000～05 2005～10 2010～12 
日本 1.08 0.76 1.24 0.21 0.72 
アメリカ 3.10 4.10 2.39 0.69 2.01 
イギリス 2.56 3.18 2.96 0.58 0.63 
ドイツ 1.30 2.01 0.60 1.36 1.84 




 「失われた 20 年」は、経済政策の中心である財政政策による内需拡大の有効性が低下した
時期である。バブル崩壊後の経済政策の中心は、財政政策による景気対策であり、副次的政策
は成長政策としての規制緩和であった。 





－ 54 － 
公共投資基本計画では 2000 年までの 10 年間に 430 兆円の投資を行うこととした。1994 年の


















国家〉への回帰に未来はない」『世界』2013 年 6 月号。 
 
 





 日本では、財政政策の中心が高度成長期には成長促進策、1970 年代と 1990 年代には景気対
策であった。欧米主要国は、高度成長期には成長促進と福祉拡充、1970 年代前半には景気対策
であったが、1970 年代後半には財政再建に移った。日本では景気対策が中心の時期が長期にわ
たった点が第 2 の特徴であり、財政再建が中心になったのは 2000 年代になってからである。 
 
  




1970 年代と 1980 年代の公共投資拡大は、下水道など生活インフラへの投資に重点が置かれ、














 「失われた 20 年」における日本経済の第 2 の特徴は、主要国で唯一「デフレ経済」に見舞
われていることである。名目 GDP は 1998 年以降マイナス成長になっている（表 2 参照）。GDP
デフレーターがマイナスとなり、名目 GDP が実質 GDP を下回るという「名実逆転」が生じて









－ 56 － 
表２ 名目ＧＤＰ年平均増減率 
％ 
1991～95 1995～2000 2000～05 2005～10 2010～12 
日本 1.41 0.25 -0.21 -1.02 -0.57 
アメリカ 5.45 5.82 4.87 2.81 4.01 
イギリス 5.25 5.76 5.38 3.04 2.52 
ドイツ 4.64 2.22 1.39 1.94 2.92 





2000～05 2005～10 2010～12 
日本 -1.46 -1.21 -1.29 
アメリカ 2.43 2.11 1.96 
イギリス 1.07 0.96 1.00 
ドイツ 2.25 2.47 1.88 





















１ 財政黒字から財政赤字への転換、公債残高の急増 ―1990 年代― 
（１）財政黒字から財政赤字へ 
 バブルのピークである 1990 年には、主要 5 カ国で日本のみが一般政府（中央政府・地方政







































－ 58 － 
（２）公債残高の急増 

















出所：OECD Economic Outlook, December 2001,より作成。 
 
２ 財政赤字縮小から再拡大、公債残高の累増 2000 年代～2010 年代初  
（１）財政赤字縮小から再拡大へ 
 一般政府の財政赤字比率（GDP 比）は、2000 年代半ばに輸出主導型景気上昇による税収の




（２）公債残高の GDP 比：緩やかな低下から急速な再上昇へ 
 バブル崩壊後上昇を続けてきた一般政府の債務残高比率（GDP 比）は、財政赤字が縮小した























－ 59 － 












出所：OECD Economic Outlook, December 2012,より作成。 
 































































参照）。1990 年の租税収入を 100 とした 2009 年の指数を税目別にみると、法人所得課税 41.7、
個人所得課税 70.1 となっており、法人所得課税を中心に所得課税の減収が顕著である。 
一方、付加価値税（「消費税」と「地方消費税」の合計）は税率が 3％から 5％に引き上げら





1990 1995 2000 2005 2007 2009 
租税収入計 96,230 88,638 88,268 87,095 94,922 75,426 
個人所得課税 36,394 29,798 28,677 25,222 28,600 25,518 
 国税：所得税 25,996 19,515 18,769 16,702 16,060 12,914 
法人所得課税 29,288 21,210 18,721 21,408 24,573 12,221 
 国税：法人税 18,384 13,740 11,747 13,274 14,744 6,356 
財産課税 12,286 16,213 14,294 13,327 13,138 12,949 
 固定資産税 6,038 8,440 9,052 8,878 8,743 8,893 
 都市計画税 942 1,305 1,318 1,233 1,202 1,233 
 （国税）相続税・贈与税 1,918 2,690 1,782 1,566 1,503 1,350 
消費課税 17,917 21,088 26,227 26,786 25,256 24,364 
 付加価値税（「消費税」） 5,778 7,238 12,350 13,135 12,841 12,221 
 個別消費税 9,868 11,089 10,830 10,588 10,400 9,340 
 自動車関係税等 2,270 2,761 3,047 3,064 3,015 2,803 
流通課税 3,280 3,252 2,909 1,646 1,686 1,472 
 印紙収入 1,894 1,941 1,532 1,169 1,202 1,068 
 不動産取得税 596 788 567 477 485 404 
その他 335 329 348 351 356 374 
出所：OECD, Revenue Statistics 1965-2010, 2011. 
 
 















出所：OECD, Revenue Statistics 1965-2010, 2011. 
 
（２） 主要国と比較しても目立つ日本の租税調達力の低下 
 租税収入の GDP 比をみると、1990 年にはアメリカ、ドイツと同水準であったが、1990～2000
年には日本のみが低下した（図 6 参照）。2000～2009 年にはドイツ以外の 4 カ国で低下してい





























とする。マネタリーベースは 2012 年末 138 兆円から 2014 年末の 270 兆円に拡大する。日













 財政再建は「3 本の矢」と比較すると副次的な政策目標となり、「第 4 の矢」と位置づけられ
ている。民主党政権で廃止された経済財政諮問会議を復活、そこでの審議を経て、2014 年 6
月 14 日に財政再建目標を決定した。その主な内容は次の通りである。 





年 8 月に増税法案が決定した消費税率の引き上げである。2014 年 4 月に 5％から 8％へ、2015






































































出所：日本銀行「資金循環の日米欧比較」2012 年 3 月。 






























り、総合課税と分離課税の 2 本建てになっている。 
  総合課税 給与所得、事業所得など 
   税率 所得税 5％～40％→2015 年 5％～45％ 
－ 66 － 
      住民税（地方税） 10％ 
  分離課税  資産性所得 
税率 配当、証券譲渡所得など 





























































第 2 に最高税率を 55％（1999 年改革前の 50％プラス地方からの税源移譲分 3％に近似）に
－ 68 － 
引き上げる。1955 年に高度経済成長がスタートして以降の所得税の最高税率のピークは、1969
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